
リスク管理体制 R I S K 	 M A N A G E M E N T お客さま保護 	への	取組み ACT ION 	 TO 	 CU S TOMER S 	 P ROT ECT ION

　情報資産の漏えい、紛失、改ざん、不適切な取得や取扱
い、及び不適切な第三者への提供等により損失を被るリス
クをいいます。
　当行では、「情報資産安全対策基本方針」を定め、情報資

産の定義・分類を行い管理における役割と責任を明確化し
ております。また危機管理体制・監査体制を整備し、本方
針の実行性の検証を行うとともに、結果を定期的に取締役
会等へ報告しております。

　人的リスクとは、人事運営上の不公平・不公正（報酬・
手当・解雇等の問題）・差別的行為（セクシュアルハラスメ
ント等）等により損失を被るリスクをいいます。
　当行では、鳥取銀行従業員組合と労働協約を締結し、協

約に基づき労使交渉を行っておりますほか、セクシュアルハ
ラスメントに関する行内規則についても設け、発生の防止を
図っております。

　有形資産リスク（災害リスク）とは、自然災害や外部要因
または役職員の過失による土地・建物・什器備品（オンラ
イン機器除く）等の有形資産の損傷等により損失を被るリス

クのことです。
　当行では「災害対策規定」や「防犯対策規定」に基づきリ
スクの削減に取組んでおります。

　レピュテーショナルリスク（風評・評判リスク）とは、風説
の流布の発生等により、外部からの評判が低下し、損失を
被るリスクをいいます。レピュテーショナルリスクの管理に
あたっては、経営に及ぼす重要性及び地域社会・地域経済

への影響を認識し、リスクの顕在化を未然に防止する観点
から管理マニュアルに基づき必要な施策を企画立案・実施
するとともに、適切な運営・管理に努めております。

　業務の一部を外部企業等へ委託していることにより、委
託先で発生した事故やトラブル等が原因で損失を被る外部

委託リスク等、上記以外のリスクをいいます。

　法務リスクとは、取引上の契約等について法律的な不確
実性、及び役職員等の法令・ルール等の遵守違反や不徹
底、法務知識不足等により損害を被るリスクをいいます。
　銀行経営においては、規制緩和により業務の自由化・多
様化が進展する一方で、自己責任が強く求められてきてお
ります。このような環境のもと、当行では、法務リスクの管
理部署として「コンプライアンス統括室」を設置し、基本方針
の策定及びコンプライアンスマニュアルの整備などを行うと

ともに、各営業店に対しコンプライアンス臨店指導を実施し
ております。また半年に1度、全役職員が各拠点でコンプラ
イアンス研修を受講する体制を整備しております。さらに、
コンプライアンス統括室は法律問題に対し調査・研究・行
内指導を行い、必要に応じて法律専門家の意見を聴取する
体制をとっており、行内の法務リスク管理をサポートしてお
ります。
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1.鳥取銀行は、顧客保護等管理にかかる基本方針を次のとおりとします。
（1）	お客さまとの取引に際しましては、お客さまが当行の商品やサービス等を自らの意思に基づいて選択・活用していただける

よう商品知識の習得に努め、正確かつ適切な情報を提供するとともに、お客さまが理解し納得していただけるよう法令等に
基づいた適切な勧誘・説明を十分に行います。

（2）	お客さまからのご相談・苦情等には、真摯に受けとめ適切かつ十分に対応するとともに、業務のあり方を検討し改善していく
ことにより、お客さまのご理解と信頼を得られるよう努めます。

（3）	お客さまに関する情報は、法令等に従って適切に取得するとともに、不正なアクセスや流出等を防止するため適切な措置を講
じることなどにより安全に管理いたします。

（4）	お客さまとの取引に関連して、当行の業務を外部委託する場合は、その業務遂行の的確性を確保し、お客さまの情報やその
他の利益を保護するために、定期的または必要に応じてモニタリングを実施するなど委託先を適切に管理いたします。

（5）	その他、お客さまの保護や利便の向上のために必要であると判断した業務の管理につきましては適切に管理いたします。
◦本方針の「お客さま」とは、「当行で取引されている方及び取引を検討されている方」をいいます。
◦	お客さま保護の必要性のある業務は、与信取引（貸付契約及びこれに伴う担保・保証契約）、預金等の受入れ、商品の販売、
仲介、募集等において、お客さまと当行との間で行われるすべての取引に関する業務です。

2.鳥取銀行は、顧客保護等管理にかかる基本方針に基づき、必要な内部管理規定を制定し組織体制を整備するとともに、役職員
はお客さまの視点から業務を捉えなおし、不断に検証し改善していくことによって、管理態勢の整備・確立を図ってまいります。

　「利益相反」とは、当行または当行のグループ会社とお客様の間、ならびに、当行または当行のグループ会社のお客様相互間に
おいて利益が相反する状況をいいます。
　利益相反は、金融取引においては日常的に生じるものですが、当行では、利益相反管理の対象となる利益相反のおそれのある
取引（「対象取引」）として、以下の①②に該当するものを管理いたします。
　①	お客様の不利益のもと、当行または当行のグループ会社が利益を得ている状況が存在すること。
　②	①の状況がお客様との間の契約上または信義則上の地位に基づく義務に反すること。
　　		当行では、お客様との取引が対象取引に該当するか否かにつき、お客様から頂いた情報に基づき、営業部門から独立した利

益相反管理統括責任者により、適切な特定を行います。

　鳥取銀行は、お客さまの保護及び利便の向上の観点や業務の健全性及び適切性の観点から、顧客保護等管理態勢の
整備は極めて重要であると認識し、次のとおり取組してまいります。

　鳥取銀行は、公共の信頼を維持し、業務の適切性及び健全性を確保するため、市民社会の秩序や安全に脅威を与える
反社会的勢力との関係を一切遮断するとともに、これらの勢力からの不当要求には組織全体で対応いたします。
　このため、「反社会的勢力対応規定」及び「コンプライアンス・マニュアル　反社会的勢力対応編」を制定し、経営管理
部お客様センターを統括部署とし、本部及び各営業店に不当要求防止責任者を配置する等の行内体制を整備するととも
に、各部署の役割を明確にします。また、反社会的勢力に関する情報収集、行員への研修活動、外部専門機関との緊密な
連携等に努めます。
　また、各種預金規定や約定書・契約書等に暴力団排除条項を盛込み、預金・融資取引を含めすべての新規取引に応じ
ないとともに、既存取引先が反社会的勢力と判明した場合は速やかに取引関係の解消に努めます。

　鳥取銀行（以下「当行」といいます）は、当行または当行のグループ会社とお客様の間、ならびに、当行または当行のグ
ループ会社のお客様相互間における利益相反のおそれのある取引に関し、法令等および利益相反管理方針（以下「利益
相反管理方針」といいます）に従い、お客様の利益を不当に害することのないよう適正に業務を遂行いたします。
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